
（報文）
米須地下ダムの塩水管理方法について

名和 規夫・玉田 眞一・宮崎 憲二・杉山 茂

海岸沿いに設置された米須地下ダムにおける塩水浸入予測解
析と対策に関して，本地区における塩水管理の考え方と方法を
述べる。
管理に当たっては，貯水池から供給する灌漑水の塩分濃度を
許容塩分濃度以下に維持すること，取水井における取水の塩分
濃度の管理，取水の塩分濃度に大きな影響を与える貯水池内の
残留塩水の管理を主眼とする。
管理作業としては，点検調査（日常点検，定期調査，除塩時
調査），取水調整，除塩作業が挙げられる。除塩方法は，設置
された全除塩井による全揚水能力による連続除塩とし，５日揚
水２日休止を４週繰り返す作業を１除塩単位とした。

（水土の知７６―４，pp．３５～３８，２００８）
地下ダム，塩水浸入，塩水管理，除塩，塩水挙動，点検

調査

（報文）
山王海農業水利事業における施設整備の進展とその効果

三輪 弌・鈴木 駿生・郷古 雅春

岩手県山王海農業水利事業について施設整備の経緯を整理
し，その効果を分析した。昭和２９年完了の（旧）事業による
ダム建設と水利施設整備は，旧田補水と新田開発のほか湿田改
良，圃場整備事業の促進，計画想定外の畑地の水田化など多く
の効果があった。取水堰合口による取水管理の容易化，用水路
システムの再編整備も進んだ。
（旧）事業推進のため，関係５団体の合併で一つの土地改良
区にまとまったことは，事業完了後の用排水管理の合理化に効
果があったほか，（新）事業の促進とそのさいの水路系統再編
にも有効に作用した。なお，１９２４年以降の月雨量記録と渇水
の新聞報道を使って利水安全率を試算し，旧山王海ダムの効果
とその限界も明らかにした。

（水土の知７６―４，pp．３９～４３，２００８）
山王海農業水利事業，水利施設整備，事業効果，農民水

利組織，利水安全率

（報文）
エチオピアでのモデル事業のモニタリングとフィードバック

成岡 道男・稲田 幸三・大平 正三・山中 勇

本報では，JICA技術協力プロジェクト「灌漑農業改善計画」
の一環で実施されている「モデル事業」を事例に，モニタリン
グからその結果のフィードバックまでの過程を紹介した。モニ
タリングの結果，技術移転したウォーター・ハーベスティング
技術が農民に利用されていること，その技術がモデル事業の近
隣農民へ波及していることなどが判明した。その一方で，設置
したウォーター・ハーベスティング施設の約半数に瑕疵が生じ
ていること，故障した機材が放置されていることなどの改善の
必要な事項も明らかとなった。また，研修に対するニーズが多
様化していることも判明した。これらの結果はモデル事業やガ
イドライン作成にフィードバックされた。

（水土の知７６―４，pp．４５～５０，２００８）
エチオピア，ウォーター・ハーベスティング，普及活

動，モデル事業，モニタリング，フィードバック，ガイ

ドライン

（報文）
スリランカの政府と農民による共同灌漑管理の現状と課題

平岩 昌彦

スリランカにおける政府と農民による共同灌漑管理の現況と
課題を把握するため，乾燥地域の貯水池を主水源とする大規模
灌漑地区を対象に事例調査を行った。その結果，灌漑計画に関
する意思決定機関としての「耕作会議」，灌漑期間中の諸問題
の調整機関としての「事業管理委員会」が，地域の農業関係機
関等と農民組織代表の参加により運営され，合理的な水管理・
維持管理を行うための意思疎通，合意形成に役立っていること
が確認された。一方で，農地細分化・兼業化，農業所得の低迷
により，農民の灌漑管理に対する関心の低下が懸念されてお
り，今後は，これまでに確立された共同灌漑管理の枠組みを活
用した，農民組織育成，営農支援と一体となった灌漑管理の推
進が課題となっている。

（水土の知７６―４，pp．５１～５６，２００８）
参加型灌漑管理（PIM），灌漑計画，水利調整，農民組

織，農地細分化
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（行政の窓）
農村振興局における国産バイオ燃料生産拡大に対する施策

大森 茂樹・森井 秀之

２００５年２月に京都議定書が発効し，地球温暖化対策の実施
が喫緊の課題となるなど，バイオマスの利活用をめぐる情勢が
変化している中，バイオマスの利活用を推進するための方策の
一つとして，世界的にバイオマスの輸送用燃料としての利用拡
大が図られている。わが国においても，「バイオマス・ニッポ
ン総合戦略」にバイオ燃料の利用に関する戦略が明記されるな
ど，国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けた取組みが進めら
れているところである。本報では，農村振興局における国産バ
イオ燃料施策について紹介する。

（水土の知７６―４，pp．５７～６１，２００８）
バイオマス，バイオ燃料，京都議定書，バイオマス・

ニッポン総合戦略，セルロース，バイオエタノール

（技術リポート：北海道支部）
セルリーに対する灌水方法の改善に向けた取組み

堀 一嘉・富沢ゆい子・中辻 敏朗

慣行的な多肥および多灌水により環境への窒素流出が懸念さ
れるセルリー栽培について，その灌水方法改善に向けた基礎知
見を得るため，セルリーの生育と施肥窒素の損失からみた好適
土壌水分条件をポット試験で検討した。その結果，乾湿を繰り
返すような土壌水分管理は不適切であり，栽培期間中の土壌水
分を pF１．５～２．０程度の湿潤状態に維持することが，生育と
施肥窒素損失低減の両面において最適であることを明らかにし
た。

（水土の知７６―４，pp．６２～６３，２００８）
セルリー，畑灌，灌水方法，施肥窒素，好適土壌水分

（技術リポート：東北支部）
鴫谷地地区における棚田式圃場の整備

矢矧 渉・小野崎公喜

鴫谷地地区は急傾斜地にある狭小で不整形な棚田である。労
働時間の大半を農地の維持作業に費やさなければならず，規模
拡大や新たな農業経営手法への移行が困難な状況で，耕作道の
ない圃場から耕作放棄地が年々増加し，防災や景観等の観点か
ら農地の保全が重要な課題であった。このため，農地の有効利
用，耕作放棄地の解消を図ることを目的とした鴫谷地地区農地
環境整備事業が採択され，平成１８年度より区画整理工を実施
している。圃場整備で使用する計画平面図では，図面を見て三
次元的にイメージすることが困難であることから，CADを用
いて立体図面の作成を行った。

（水土の知７６―４，pp．６４～６５，２００８）
急傾斜地，棚田，耕作放棄地，農地環境整備事業，CAD

（技術リポート：関東支部）
反転均平工法と水稲乾田直播栽培

村中 健一

平成１２年度に設立された七郷中川生産組合では，委託側農
家の高齢化や後継者不足といった要因により，組合への水稲栽
培の受委託が急激に増加している状況にあった。それに伴い慣
行栽培における，代かきや田植え時期には労力が集中するため
作業分散が必要となり，また育苗施設の敷地確保も困難であ
り，規模拡大の大きな課題となっていた。そこで，平成１４年
度から開始された県営ほ場整備事業七郷中川地区に採用された
反転均平工法を契機として水稲乾田直播栽培を生産組合に導入
することを検討することとなった。本報では，平成１８年度か
ら生産組合によって設けられた実証圃場で行っている水稲乾田
直播栽培の事例について報告する。

（水土の知７６―４，pp．６６～６７，２００８）
反転均平工法，水稲乾田直播栽培，省力化，コスト縮

減，経営規模拡大

（技術リポート：京都支部）
大口径パイプラインの設計・施工上の安全性に関する

現場実証試験

志村 和信・田村 弘幸・中島 博文・大塚 直輝

国営九頭竜川下流農業水利事業において，九頭竜川右岸を流
れる十郷用水路を φ３，５００mmの大口径鋼管を用いてパイプ
ライン化する工事が実施されている。このパイプラインは設計
基準の適用範囲を超えることから，設計・施工方法の妥当性お
よび安全性の確認を目的として，精密実証試験を実施したとこ
ろ，管体基礎を一般的な再生砕石（RC―４０）として施工支持角
３６０°まで埋戻した場合，管底部および管側部に局所的ひずみ
（３００～６００µ）が観測された。パイプの安全性を確保するため，
ひずみの集中を抑制する補強工法として，基礎材にソイルセメ
ントや流動化処理土を用いることとし，現場実証試験を実施し
てその安全性を確認した。

（水土の知７６―４，pp．６８～６９，２００８）
鋼管，施工支持角，局所的ひずみ，ソイルセメント，流

動化処理土，たわみ量，弾性領域

（技術リポート：中国四国支部）
ダムの水質悪化を防止する曝気装置の経済的運転方法

京田 伸幸・片山 雅彦

当初，ダム湖内に設置された３台の曝気装置を４～９月の灌
漑期に２４時間運転を行う予定であったが，運転時期により気
象・水理・生物等の要因が違うため，維持管理のコスト縮減を
図る運用方法を見直すこととした。そこで，湖内に鉛直循環流
が発生することで水温躍層の消滅，DO増加の改善，植物プラ
ンクトンの増殖抑制等の水質悪化防止効果が生まれることか
ら，水温・DO・pHを運転監視項目として稼働時間と各水質
分布の関係を調査した。その結果，①４月～６月中旬は１２時
間運転で約１/２に軽減，②６月中旬～７月は１８時間で約２/３
に軽減，③８月中旬～９月末は２４時間で時間の軽減はなかっ
た。さらに，水位によっても運転基数の軽減が可能とわかっ
た。

（水土の知７６―４，pp．７０～７１，２００８）
水質浄化，曝気装置，水質管理，水温分布，DO分布，

pH分布，コスト縮減



（技術リポート：九州支部）
大分県農林水産部における設計 VEの導入

小林 康二・園田 耕司

大分県では，平成１６年３月に『大分県行財政改革プラン』
を策定し，全庁をあげて財政の立て直しに取り組んでおり，こ
の内，公共事業については，『大分県公共事業コスト構造改革
プログラム』を策定し，より一層のコスト縮減の取組みを行っ
てる。この取組みの一環として，本県では，設計 VE（Value
Engineering）を導入し，コスト縮減とともに職員の技術力向
上と意識改革に取り組んでいる。本報では，これまでの取組み
と，大分県農林水産部で初めて設計 VEを実施した「今津漁港
における防砂堤工事」における事例を報告する。

（水土の知７６―４，pp．７２～７３，２００８）
VE（バリューエンジニアリング），価値，機能，コスト

縮減，公共事業，技術力向上，意識改革
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